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只今上程されました、第３９号議案大田区国民健康保険条例の一部を改正す

る条例に、日本共産党大田区議団を代表して反対の討論を行います。 

 構造改革路線で社会保険料の相次ぐ値上げとなり、区民から悲鳴の声が上が

っています。この条例の改正によって、新年度の１人当たり前年度比年平均６

２２３円の大幅アップで、保険料は９万３１０５円となり区民のほとんど９割

の世帯が値上げになり、年金２５０万円の独り暮らし世帯（６５歳以上）のケ

ースでは、国保料は９９８３円（８．５％）上がって１２万７５５３円になる

など、区民への負担は総額１１億４千万円となります。 

 毎年のように保険料の値上げが繰り返され、一昨年秋からの経済危機で雇用

が深刻化するもとで「払いたくても払えない」という人が急増しています。そ

の結果、国保料の滞納者から保険証が取り上げられ、窓口で全額負担となる「資

格証明書」の発行となり、大田区でも６８７世帯となっていますが、保険料値

上げは区民にとって深刻となっています。１１日付け東京新聞で受診が遅れて

遅れ死亡した人が昨年（２００９年）の一年間に少なくとも１７都道府県３３

人いたことが載せられていました。 

もともと国民健康保険制度は、「社会保障及び国民健康の向上」を目的とし、

他の医療保険に加入していない全国民に医療を保証する国民皆保険制度として

１９６１年にスタートし、運営責任は国にあると、国民健康保険法に明記され

ています。 

ところが、自民党政府は８４年の同法改悪で、国保への国庫補助の負担率を

医療費の４５％から３８．５％に削減し、その後も事務費や保険料軽減費など

への国の財政支出を廃止・削減してきました。 

その結果、区の総収入に占める国庫支出の割合は、３１．２３％（１９８４

年度）から２２．８％（２００９年度）に減っています。一方、同時期に１人

当たりの保険料は、５万９７３９円から８万６８８２円へと１．４５倍にもな

りました。国庫負担削減による財政悪化と、増大した失業者や非正規労働者の

国保への加入などによる加入者の“貧困化”があいまって、保険料が高騰し、

滞納者が増え、財政が悪化するという悪循環が拡大しています。 

このような悪循環をなくしていくためにも、国庫負担の削減を元に戻して保

険料の引き上げを止めるべきです。 

また、統一保険料方式により特別区長会で実質的に値上げ額を決めて各自治

体に押し付けるというやり方も、地方自治の原則に反します。統一保険料方式

ではなく各自治体も一般財源投入などで、保険料軽減の独自努力もできるよう

にすべきです。以上で反対の討論とします。  


